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研究成果の概要（和文）：本研究は、人口減少時代における、大量消費社会から少量オーダーメード社会への転換のな
かで変化する生産、流通、消費システムを応用ミクロ経済学の観点から理論的、ケーススタディー的に分析することを
試みたものである。衣料、食品など家計に身近な分野において、サプライチェーンマネージメントにおけるプレイヤー
間情報共有の進展、生産から消費までのリードタイムの短縮、そして売れ残り最小化の試みなどの現象を、モデルとケ
ースを使って分析した。

研究成果の概要（英文）：This research studies a change from a mass production and mass consumption 
society to an order-made production societyl in the decreasing population age. We've studied theoreticaly 
and empirically on the production, distribution and consumption system from the applied microeconomic 
view. We've found that players in the supply chain share more information, the lead time from the 
production to the consumption is shortened and they tried to minimize the slack in the supply chain.

研究分野： 流通経済論

キーワード： サプライチェーンマネージメント　戦略的消費者モデル

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 

2011 年 3 月の東日本大震災は、国内の生
産流通システムへ大きな打撃を与えた。その
なかで注目されたのが、サプライチェーンの
分断による生産流通活動への影響である。自
動車、家電といった日本のリーディングイン
ダストリーにおいて、数週間の部品供給の欠
落が製品製造と流通へ大きな影響を与える
ことが如実となった。 
このことは、従来トヨタのカンバンシステ

ムで知られたリーンストックシステムが産
業界全体に浸透していることを示している。
こうしたシステムは、近年では情報技術の発
達に伴いサプライチェーンマネージメント
として、情報産業と製造業が一体化して発達
を遂げている。 
しかし、こうしたシステムに関する研究の

うち経済学からのアプローチは、1990 年代
の浅沼万里の一連の研究をセミナルワーク
として行われてきたものの、近年では、日本
経済に関するまとまったものは見られない。
しかも、現実経済においては日本社会の大き
な構造変化に対応して、こうしたシステムも
大きな変化を遂げている。 
トヨタのカンバンシステムが脚光を浴び

た 1980 年代の日本は、人口増加社会であっ
た。こうした社会においては、大量生産大量
消費のシステムが機能していた。ＧＭＳと呼
ばれる総合スーパーがその代表格である。工
場における大量生産と増加する人口を背景
とする家計の大量消費をどのように効率的
に結びつけるかが流通チャネルに課された
課題であった。 
しかし、現在、日本社会は、人口減少傾向

が顕著なものとなっている。実際、総務省統
計局は、後に、「2011 年が人口が継続して減
少する社会の始まりの年であった」と述べて
いる。こうした人口減少社会において必要と
されるのは、大量生産システムではなく、少
量オーダーメードシステムである。 
加えて、インターネットの普及にともない。

消費者は既存の小売店舗の在庫の範囲にと
らわれることなく、消費活動を行うことが可
能となった。無店舗販売比率の増加は、流通
産業における労働集約型から資本集約型へ
の変化のみならず、こうした消費者からの需
要を受けてのことである。 
さらに、消費者のオーダーを受け、それが

生産計画に組み込まれ、物流を経由して消費
者に手元に届けられるのは、従来の自動車の
ような大型商品にとどまらず、パソコンのよ
うな家電からスニーカーに到るまでのさま
ざまな商品において行われるようになった 
このように現代社会においては、少量オー

ダーメイド社会への転換が行われると同時
に、消費者がこうしたサプライチェーンのな
かでの位置づけを獲得しつつある。すなわち、
サプライチェーンは、生産されたものを効率
的に配分する仕組みから、需要されるものを

供給する仕組みへと変化を遂げた。 
 

２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、人口増加時代の大量生産
型社会から、人口減少時代の少量オーダーメ
イド社会への転換のなかで、変化する生産、
流通、消費システムを、応用ミクロ経済学の
見地から分析することにある。 
 従来の大量生産型社会においては、供給側
が消費者の動向をリサーチして、製品の企画、
生産を行い、流通はそれを消費者に適切に販
売することが期待されていた。サプライチェ
ーンマネージメントにおいて、情報の決定権
は供給側にあり、需要側はリサーチの対象で
あっても、なんら決定権を持っている主体で
はなかった。 
ところが、インターネットの普及に伴って、

消費者は戦略的に行動することができる主
体となった。戦略的に行動する消費者モデル
は、これまで研究が進んできたとは云えない。
経済学においては、消費関数として、マーケ
ティングなどの分野においては、確率分布と
して、消費者は取り扱われてきた。 
本研究の目的のひとつは、このように静学

的に取り扱われてきた消費者の行動を、企業
間の競争で取り扱われているような動学的、
戦略的なものとして捉える試みを行うこと
にある。これまで研究が行われてこなかった
戦略的な消費者の行動が、生産、流通システ
ムに与える影響を、応用ミクロ経済学の言語
で記述していく試みである。 
もうひとつの目的は、現代の流通に起きて

いる構造変化を、上記の消費者の戦略的行動
に代表される需要システムの変化から分析
する試みである。 

1970 年代から日本経済を席巻した総合ス
ーパーは、それまでの業種別少量販売システ
ムから、総合大量販売システムへと革命的な
転換を起こしたかのように喧伝されてきた。
しかし、実際には、そのサプライチェーンシ
ステムは、既存の個人商店や百貨店と同様に、
それまでの中間流通に支えられたものであ
った。また、製造販売一体化により新たなサ
プライチェーンを構築したと主張されてき
たコンビニエンスストアにおいても、加工食
品を中心に、それまでの中間流通に依拠した
サプライチェーンであったことが明らかに
なっている。 
 これに対して、現在進行しつつある流通の
構造変化は、中間流通のストックコントロー
ルを経由しないサプライチェーンシステム
の構築が図られている可能性がある。量的に
縮小し、バレエティーが拡大する需要に対応
するための、新たなサプライチェーンシステ
ムが現出しつつあるという仮説も成り立つ。 
 このように、歴史的にみてこれまでとは本
質的に異なる変化が流通に起きている可能
性について、消費者行動の変化と流通の構造
変化を手がかりに見ていくのが、本研究の目



的である。 
  
３．研究の方法 
 
本研究では、消費者の戦略的行動と構造変

化する流通とサプライチェーンについて、理
論とケーススタディーの両面からアプロー
チしていくこととする。 
消費者の戦略的行動についての理論的分

析は、おもに応用ミクロ経済学の分野の文献
をもとに行う。そもそも戦略的に行動する消
費者を取り扱ったモデルは、経済学にはあま
り存在しない。行動経済学の分野には、若干
のモデルが存在するが、その関心は、なぜひ
とはそのように行動するのかといった、より
ファンダメンタルな問いかけに基づくもの
である。 
 本研究における関心は、なぜそのように行
動するのかというよりも、一定のインセンテ
ィブのもとに戦略的に行動する消費者とい
うものが、需給モデルにどのような影響を与
えるかといったところにある。このため、企
業の行動をモデル化したものが多い応用経
済学の文献を、その出発点としたい。 
 消費者の戦略的行動についてのケースス
タディーは、直接行うことは難しい。むしろ、
後で述べるサプライチェーンのケーススタ
ディーにおいて、どのように行動する消費者
が想定されているかという点から、逆に推測
を行うこととしたい。 
流通とサプライチェーンについての分析

は 、 Coughlan, A. and Anderson, E. 
“Marketing Channels” Pearson, 2006 に
代表されるように主に経営学の分野から行
われてきた。そこで取り扱われてきたマーケ
ティングチャネルにおける異機能間のコン
フリクトと協調のメカニズムは、応用ミクロ
経済学における契約メカニズムのフレーム
ワークでの分析対象となりうるものであっ
た。 
本研究では、サプライチェーンにおける分

業と競争のメカニズムについて、産業組織論
および契約理論の視野から理論的分析を行
う。静学的な分析が主流を占めるこうした分
野を基盤として、現在のダイナミックな変化
を記述できるモデルを模索していくことと
する。 
流通とサプライチェーンについてのケー

ススタディーは、日本とＯＥＣＤ諸国を対象
とする。総合スーパーが苦境に陥っているの
は、日本に限った現象ではない。大型店が席
巻しているかのように思われている米国で
も、大型流通業の寡占状態にある英国でも、
ハイパーマート発祥の地であるフランスに
おいても、同様に観察される現象である。 
本研究では、これらの現象について、実態

調査を通して捉え、そこに共通する要因を探
る。その上で、先述した消費者の行動変化が、
こうした現象とどのように関わっている可
能性があるかについて、分析を行う。そこに

おいて、消費者の戦略的行動についても、そ
の一端が明らかにされていくものと思われ
る。 
 
４．研究成果 
 
 消費者の戦略的行動に関する理論的研究は、
まず、Ellison, G, and Ellison, S. F.”
Lessons About Markets from the Internet” 
Journal of Economic Perspectives, 2005 を
もとに始めた。これは、インターネット市場
について、さまざまな問題意識を提起してい
るセミナルワークである。 
ここで挙げられている第一の問題点は、イ

ンターネット市場における価格差の大きさ
である。本来はサーチコストが低いインター
ネット市場においては、消費者のサーチ活動
が活発となり、価格差が小さくなると考えら
れてきた。 
しかし、上記文献に挙げられているように、

現実には異なっている。実際、筆者も型番か
ら商品特定が容易な家電製品等において、実
際の店舗での価格とインターネットでの価
格の予備調査を行ったところ、家電量販店間
における価格差と比べてはるかに大きな価
格差がインターネット市場に存在すること
がわかった。 
 しかも、その価格差にありかたには違いが
見られた。すなわち、実際の店舗においては、
ほとんど同価格帯で並んでいるのに対して、
インターネットでは、そうした実店舗よりも
安い価格から、それとかけ離れた高い価格ま
でさまざまであることである。すなわち、実
店舗に比べて、極めて分散が大きい価格分布
となっている。 
 このことから、ひとつの仮説が成り立つ。
すなわち、インターネット市場においては、
極めて価格感応的な消費者と非感応的な消
費者が混在している可能性である。実際に店
舗に足を向けて商品や価格の調査や購買活
動を行っている消費者に比べて、こうした活
動に費用や労力を投入せず、サーチコストの
低いインターネット市場に依拠する消費者
の存在は、供給側に高い価格設定を行うイン
センティブを生じさせる。 
しかも、サーチコストを十分にかけた消費

者は、リザベーション価格からその分を差し
引いて購買活動を行おうとするのに対して、
こうしたサーチコストをかけない消費者は、
リザベーション価格そのものでも購買を行
うインセンティブを持つ。すなわち。後者を
ターゲットとしてより高い価格をつけるイ
ンセンティブが生じるのである。このように、
サーチコストが低いインターネット市場に
おいて、分散の大きな価格分布が存在するこ
とは、需要、供給の合理的な行動の結果と考
えることができるのである。 
 しかし、このままでは、消費者に対して、
調査を行う機会費用によってセグメント分
けし、実店舗と住み分けをしているのがイン



ターネット市場となってしまう。もっとダイ
ナミックな消費者の行動を考えていくため
には、より戦略的に行動する主体のモデルを
考える必要がある。 
そこで、経済学の分野でのオークションに

関する研究をこうした分析に生かす試みを
行ってみた。この分野においては、例えば、
LInd,B. et als. ” The Winners Curse - 
Experiments with Buyers and Sellers ” 
American Economic Review 1991 などから始
まり、個人の行動を記述する研究が蓄積され
てきた。 
しかし オークションの分野におけるモ

デルは、「タイプ」の非対称情報をどのよう
なメカニズムで reveal させることができる
かを主眼とするものが多い。オークションに
おいては、自らのタイプを隠すことで利益を
得ることが出来るのに対して、サプライチェ
ーンにおける消費者の行動では、むしろ自ら
のタイプ＝嗜好を積極的に川上に伝えるこ
とによって、より効用を高めようとすること
が主眼となる。このため、この試みはあまり
成功しなかった。 
ただ、別の試みとして、e-commerce におけ

る消費者行動において、一部の消費者がサー
チコストの低さを活用するモデルにおいて
は、後述するサプライチェーン内の効率性の
上昇に寄与する可能性があることは示すこ
とができた。 
 次に、流通とサプライチェーンに関する理
論的研究は、Lafontaine, F. and Slade, M. 
“Vertical Integration and Firm 
Boundaries: The Evidence” Journal of 
Economic Literature 2007 を出発点とした。 
これは、従来、経営学の分野で論じられるこ
とが多かった流通の分野における垂直頭語
についても、経済学の視点から行われた分析
を幅広くレビューしたものである。 
 本研究で着目したのは、戦略的な手番の問
題である。消費者の行動を予測する従来型の
大量生産大量消費モデルでは、流通サイドは
後手であり、ターゲットとする消費者を囲い
込む戦略を行うこととなる。しかし、消費者
が戦略的に行動し、流通、さらには生産サイ
ドの行動を予測した上で行動するモデルに
おいては、流通の戦略は異なったものとなる。 
 実際に、加工食品におけるケーススタディ
ーでは、まず日本においてプライベートブラ
ンドの進展に加えて、ナショナルブランドの
絞込みの動きが観察された。同様の動きは、
ハイパーマーケット業態発祥の地であるフ
ランスでも観察することができた。 
 ジェトロ・パリ事務所の協力のもとに行っ
た現地消費者調査では、消費者行動の変化を
観察することができた。すなわち、労働参加
率の上昇などに伴い、買物にさほど時間を割
けなくなったなどの理由で、品揃えが豊富な
ハイパーマーケットをあえて避けて、小さな
店舗で買物をすることが増えていることが
確認された。このことは、一定の買物性向を

持つ顧客をターゲットとして、そうした顧客
に合わせた品揃えー銘柄ベースでーを行う
店舗が増えてきたことでもある。実際、フラ
ンス国内におけるハイパーマーケットの販
売シェアは低下を続けている。マスを対象と
してきたハイパーマーケットのような業態
が衰退し、戦略的に行動する消費者をターゲ
ットとするサプライチェーンの動きが活発
化してきたことを示すものと考えることが
できる。 
 イギリス市場においても興味深い現象を
観察することができた。テスコを代表とする
大型流通業が寡占状態を続けてきたイギリ
ス市場において、現在、アルディ、リドルと
云ったドイツ系流通業が破竹の勢いで勢力
を拡大している。この両者はドイツ国内では、
中間流通まで垂直統合した形態となってい
る。その国内シェアは、他の大手も含めて 60%
～80%と云われている。しかし、イギリス国
内の店舗を実際に現地調査したところ、日本
で云うところの食品スーパーに極めて似た
業態であることがわかった。 
 テスコ等の他の業態に比べて、圧倒的に価
格競争力を持つのが生鮮食料品で、しかもそ
のほとんどがイギリス国内からの調達品で
あった。ディスカウンターとして強みとされ
る加工食品については、ストアブランド、ナ
ショナルブランドともに、他の業態とさほど
変わらないか、むしろ高い銘柄も存在した。 
 ＢＢＣのインタビューにも応じていた現
地の流通アナリストは、消費者の購買行動の
変化を挙げていた。すなわち、週末に遠くの
大型店でまとめ買いの行動をしていた消費
者が、週日に分散して少量の買物を近くの店
舗でするようになってきたというものであ
る。 
 同様の現象は、米国都市部においても観察
される。ニューヨーク市で行った現地調査で
は、生鮮食品を中心に、地元産をアピールす
るものが多く観られた。フランスでの bio 製
品と似た感じで less miles と称されるこれ
らの商品の席巻は、それまでの米国で観られ
た世界調達の商品群とは異なったコンセプ
トのものであった。 
 日本においても、ＧＭＳと呼ばれる総合ス
ーパーの販売シェアの減少が止まらない。代
わって、地域展開を行う食品スーパーの販売
シェアが上昇を続けている。フランスでも、
イギリスでも、米国都市部でも、日本でも、
共通するのは、サプライチェーンの短縮化で
ある。生鮮食品のような売れ残りの多寡が収
益を決定し、それが粗利として販売価格を決
定する商品においては、その傾向は顕著に観
られる。 
 加工食品においても、それはアイテム数の
絞込みという形で、同様に現れている。さら
に、衣料品においても、食品と同様なサプラ
イチェーン短縮化の動きを観察することが
できた。このような現象がＯＥＣＤ諸国で同
時期に起こっている背景には、消費者の同様



な行動の変化があるものと推測される。 
 消費者の戦略的な行動とサプライチェー
ンの変化、そしてＧＭＳの退潮に代表される
流通の構造変化。これらは、同一の経済的変
動の諸相として捉えることが可能かもしれ
ない。今後も、理論的モデルやケーススタデ
ィーを積み重ねていくことが求められてい
ると思われる。 
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